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ABSTRACT: Infrastructures have been emitting a large mount of environmental loads. In this study, focusing on Lake Biwa, 
the largest lake in Japan, we estimated the amount of life cycle energy consumption and carbon dioxide emission generated 
with the construction and operation of the water supply and sewerage systems in Lake Biwa Basin. The total amount of 
Annualized Life Cycle Energy consumption (ALCE) is 864,712Gcal/year (water supply = 55.1%, sewerage = 44.9%). ALCE 
consist of water supply facilities (29.2%), sewerage plants (18.0%), and sewerage pipes (17.7%). The ratio between initial and 
running stages is 54.1% : 45.9%. The total amount of Annualized Life Cycle Carbon Dioxides emission (ALC-CO2) is 
157,368T-C/year (water supply = 15.7%, sewerage = 84.3%), which corresponds nearly 11.5% of the total CO2 emission from 
Shiga Prefecture in 1999. ALC-CO2 consist of water sewerage pipes (76.4%), water supply facilities (8.4%), and sewerage 
plants (7.2%). The ratio between initial and running stages is 89.4% : 10.6%. The annual reduction ratios of CODMn・T-N・T-P 
loading into the lake are 1.20%・3.28%・2.78% by adopting “Super Advanced Treatment System”, while the ALCE and 
ALC-CO2 from the entire systems become 2.14 and 1.33 times as much.   
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1. はじめに 

現代の社会生活において、人々は社会資本から多大な恩恵を受け、快適で安全な生活を送る事が可能となって

いる。一方、社会資本は環境負荷という形で、人間に様々な影響を及ぼしている。社会資本構造物には、資材採

取の段階から、構造物が寿命を終えて解体される段階まで、膨大なエネルギーが消費されている。その過程では、

多くの資源や燃料が消費され、廃棄物が大量に排出される。例えば、社会資本整備を支える土木建設活動では、

建築と土木を合わせた建設用基礎資材の使用量が年間約 11 億トンで、日本全体の物質利用総量 22.4 億トンの約

半分にも上る。土木建設分野に限定しても 7.2 億トンと 32%を占めている。そして、地球温暖化の最大の要因で

ある CO2排出量は、土木工事用資材製造で日本全体の 5.6%を占め、施工や波及効果を含めると 10%弱にもなる
1)。また、地球温暖化への寄与以外にも、大気圏、水圏、土壌圏への汚染物の排出なども考えられる。このよう

に、社会資本整備は、地球環境に与える負荷が非常に大きい。そして、社会資本の一つである上下水道施設にお

いても、安全な水の確保という目的の一方で、地球環境への様々な負荷とその対策について議論されている。そ

の代表例が、上下水道施設の省エネルギーの推進である 2)。また、更なる安全な水を目指した上下水道施設の高

度化が、全国的に拡がりを見せている。その一方で、施設の高度化による地球環境への更なる負荷が存在するの

も事実である。 
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社会資本から発生する環境負荷評価を対象とした既往の事例研究としては、ダムを対象としたもの 3)、港湾施    
設を対象としたもの 4)、更には本研究で対象範囲内になっている浄水施設、下水道終末処理施設の事例研究があ 
る 5) 6)。また、水処理分野の高度化に関するLCA研究も報告されてきているが 7)、超高度処理施設の導入に関す 
る事例研究は発展途上にあると言える。LCA研究における環境負荷の定量化の際、不可欠と言える原単位情報に 
関する報告も多いが 8)、本研究が上記の事例研究と異なる点は、上下水道の両システムを同時に評価する事によ 
り、水の浄化・利用を系統的に捉えている事にある。また、社会資本を対象としたLCA事例研究数が未だ多く 
はないという点においても、琵琶湖流域という特定地域の環境資本を対象としたLCA事例として、特徴的であ 
ると言う事ができる。 
 本研究では、日本最大規模の琵琶湖の流域における上下水道システムを対象として、システム全体のライフサ

イクル環境負荷を1年間当たりに換算した年間エネルギー消費量（ALCE）、年間二酸化炭素排出量（ALC-CO2）

を積み上げ法と産業連関表による環境負荷原単位の併用により試算した。更には、高度水処理技術を導入した場

合に生ずるALCE、ALC-CO2の増加と、CODMn・T-N・T-P負荷の削減についての比較評価も試みた。 

 

 

2. 研究の対象施設とライフサイクルステージ 

 上水道システムについては、琵琶湖水を原水とする様々な規模（平成 12年度の年間取水量が1,138～21,069千
m3）における 15 箇所の浄水場と,それらに付属する取導水施設（導水ポンプと送水管含む）と配水施設（送水管

含む）を対象とした。下水道システムについては、琵琶湖を放流先とする 4箇所の琵琶湖流域下水処理場と、そ

れらに付属する幹線管渠・公共下水道管渠と、中継ポンプ場を対象とした。 
 対象とするライフサイクルステージとしては、上水道システムで取導水施設・浄水施設・配水施設の建設と運

転（運用）ステージとした。下水道システムでは、終末処理場・中継ポンプ場においては、建設と運転ステージ

とした。しかし、下水道システムの幹線管渠と公共下水道管渠においては、老朽化した管の交換や管内の補修、

清掃といった維持・管理段階も考慮すべきであるが、該当するデータが未入手のため、建設段階のみを対象とし

た。また、すべての施設においての廃棄段階は対象外とした。 

 

 

3. ライフサイクルインベントリ分析  － ALCE 評価 － 
 インベントリ分析では、対象とする上下水道システムの各ステージにおける年間エネルギー消費量（ALCE）
と年間二酸化炭素排出量（ALC-CO2）の算出を行った。分析方法として、積み上げ法と産業連関表による環境負

荷原単位を併用した。建設段階の ALCE と ALC-CO2を求める際、LCE と LC-CO2を耐用年数で除するが、土木

建築設備、機械設備、電気設備の耐用年数を各 4々0 年、15年、20年として算出した。 

 

3. 1 上水道システム ～ 取導水施設、浄水施設、配水施設を対象として ～ 

建設・運転段階の両ステージにおいて、各施設の琵琶湖からの年間取水量に施設規模別のイニシャル・ランニ

ングエネルギー消費原単位 9)を乗じ、それらの合計を求める事によりALCE を算出した。電力消費のエネルギー

換算については、原単位2250kcal/kWh10)を使用した。    
 

3.2 下水道システム  ～ 管渠、処理場、ポンプ場を対象として ～ 
(1) 管渠 

 流域幹線管渠では各下水道処理区の管渠データ 11)、公共下水道管渠では各自治体の管渠データ 12)の管径別の管

渠延長 (m) に対して、それぞれ延長別に対応させた開削工法による管渠敷設エネルギー消費量原単位 
(Mcal/m)13) を乗じて、耐用年数で除すことにより、管渠敷設における建設ALCEを算定した。 
管渠敷設エネルギー消費原単位に関しては、既に報告されている管径 700mm、1000mm、2000mmの場合の管 



径（X）と原単位（Y）の関係を 2 次式（Y=1.012*10-3X2+2.117*10-1X+562.381）で近似した上で、管径 600mm、

1300mm、1500mm、3000mm、3500mm、4000mm の場合の原単位を推定した。上記の 2 次式の決定係数は 0.98
となった。  

 

(2) 下水終末処理場 

 建設エネルギーに関しては、湖南中部・湖西・東北部・高島の各浄化センターの工事一覧表に示されている工

事請負額 14)に産業連関表による環境負荷原単位 15)を乗ずることにより算出した。ただし、処理場建設で行われて

きた各工事は施工年度が異なるため、各工事請負額を建設工事費デフレーターにより、基準年として設定した平

成7年度に合わせ物価補正した。各工事を土木建築工事、機械工事、電気工事の3種類に分類して、産業連関分

析により報告されているエネルギー消費量原単位（TOE/百万円）15)を乗じ、それらを各々の耐用年数で除する事

により建設ALCEを求めた。原単位を乗じる際には、上記の3工種を建設（32部門）、一般産業機器（93部門）、

重電機器（93部門）の各分野に対応させた。 
 運転エネルギーに関しては、平成 12 年度運転年報 16)に基づいて、一般的な積み上げ法により運転 ALCE を算

出した。分析対象としては、電力量、上水使用量、灯油使用量とした。電力量については、自家発電も含めた総

電力量を適用した。上水使用量については、上水道システムの運転 LCE の時と同様に、原単位 3200kcal/m3を用

いた。薬品については、PAC（ポリ塩化アルミニウム）、消石灰、塩化第二鉄などが使われているが、薬品エネル

ギー値は電力エネルギー値などと比べ小さいと仮定して、考慮しなかった。 
 

(3) 中継ポンプ場 

 終末処理場と同様の方法により、建設・運転ALCEを算出した。 

 

3.3 ALCE評価の結果 ( 図-1 )  
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図-1 上下水道システムにおけるALCE 
 

上下水道システムの総ALCEは、864,712Gcal/年となった。上下水道別ALCE内訳では、上水道システムが55.1%、

下水道システム44.9%であった。施設別内訳を見ると、配水施設（上水道）が29.2%、処理場（下水道）が25.1%、

浄水施設（上水道）が 18.0%と高い値を示し、これら 3 施設で総ALCE の 72.3%を占めた。建設・運転段階別の

内訳でみると、建設段階54.1%、運転段階45.9%となった。 

 

 

 

 



4. ライフサイクル二酸化炭素排出量  － ALC-CO2評価 － 
 建設段階に関しては、処理区別年次別事業費の平成 12 年度の管渠本工事費 18)を平成 7 年度基準に物価補正し

たものを、管渠敷設エネルギー原単位表（開削工法、内径700mm）13)の内訳に従って分配し、各々に対応する環

境負荷原単位 15)（T-C/百万円）を乗じてCO2排出量を求めた。原単位表の「直接投入」、「建設機械」、「間接投入

（砂埋戻し・ぐり石基礎工）」、「間接投入（ヒューム管）」、「間接投入（路面復旧工）」に対して、「電力（93部門）」

と「原油・天然ガス（186部門）」を半額ずつ、「鉱山・土木建設機械（186部門）」、「砂利・採石（93部門）」、「セ

メント製品（186部門）」、「石油製品（93部門）」を対応させた。「直接投入」に関しては、正確な投入された燃料

が把握出来なかったため、建設機械使用に不可欠な電力と原油の原単位を、分配された工事費の半額ずつに乗じ

た。 
 運転段階に関しては、上下水道システム共に電力消費のみを対象とした（CO2排出強度: 4.6×10-8 (T-C/kcal)）17)。

以下に、ALC-CO2評価の結果を示す。（図-2） 
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                 図-2 上下水道システムにおけるALC-CO2 

 

上下水道システムの総ALC-CO2は、157,368T-C/年であった。これは、滋賀県の総CO2排出量（1999年におけ

る）の約11.5%に相当する。上下水道の割合で見ると、上水道システム15.7%に対し、下水道システム84.3%とな

った。施設別では、管渠（76.2%）、配水施設（8.4%）、下水処理場（7.2%）となった。段階別に見ると、建設段

階89.4%、運転段階10.6%となった。 

 

 

5. 水処理技術の高度化によるライフサイクルインベントリ 

 琵琶湖流域下水道では、ノンポイント負荷対策や終末処理場からの汚濁負荷の更なる削減が重要課題とされて

おり、生物処理と物理化学処理を併用した「超高度処理」の導入が検討段階である。ここでは、琵琶湖流域下水

道で現在採用されている「凝集剤添加活性汚泥循環変法」と「凝集剤添加多段硝化脱窒法」に替えて、実際に「超

高度処理」が導入された場合の年間目標処理水質に基づくCODMn, T-N, T-Pの年間負荷削減量、増加分ALCEと

ALC-CO2について試算した。その結果、CODMn, T-N, T-Pの年間負荷削減量は、それぞれ1.20%、3.28%、2.78%
となった一方で、対象とする上下水道システム全体で、ALCEが2.14倍、ALC-CO2が1.33倍となった。（図-3, 図
-4） 
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   図-3 超高度処理による増加分ALCE          図-4 超高度処理による増加分ALC-CO2          

 

 

6．まとめと今後の課題 

◆ 琵琶湖流域における上下水道システムの ALCE と ALC-CO2を試算した結果、ALCE 評価では上水道システ

ムの方が大きいが (上水道：下水道 = 55.1：44.9)、ALC-CO2評価では下水道システムの方が圧倒的に大きく

なった (上水道：下水道 = 15.7：84.3)。 この理由として、ALC-CO2 における下水管渠関連の割合が大き

くなっていることからも、管渠に使用されるセメント生産プロセスにおける石灰石起源のCO2排出が考えら

れる。 

◆ 琵琶湖流域下水処理場に超高度処理を導入した場合における水質汚濁負荷削減量とCO2排出量の関係につい

ては、CODMn、T-N、T-P削減量当たりのCO2排出量が、202.42T-C/T-CODMn、202.42T-C/T-T-N、12,152.26T-C/T-T-P
となった。 

◆ 今回対象外とした下水処理場の薬品使用、管渠の維持管理、下水汚泥の搬出など、更なるエネルギー消費・

CO2 排出に関わるライフサイクルステージを考慮する事が求められるが、更なる環境負荷原単位の整備が必

要となる。また、上水道システムの建設・運転段階のエネルギー消費量試算の場合においても、実績運転・

工事データなどに基づいて行う事が、より実質的な提言への第一歩である。 

◆ CO2 排出源では、運転段階における電力によるものが高い割合を示したが、燃料や汚泥焼却などから発生す

る CO2についても考慮する必要がある。また、地球温暖化への影響を更に検討していく際、CO2以外の温室

効果ガスについても環境負荷影響を検討する必要がある。例えば、下水の汚泥処理から発生するメタンや一

酸化窒素が対象となる。 

◆ 水利用から水処理にまたがる完全な水循環を補うためには、合併処理浄水槽や農村集落排水処理施設などの

他の排水施設も考慮に入れる必要がある。 
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